
資料6－1  

老人保健事業■介護予防事業関係の通知  
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厚生労働省老健局長  

保健事業平成18年度計画による保健事業の推進について  

壮年期から高齢期に至る生活習慣病予防対策及び介護予防対策については、老人保健  

法（昭和57年法律第80号）に基づく医療等以外の保健事業（以下「保健事業」という。）  

に基づき、昭和57年度以来、平成16年度までは4次に及ぶ計画に基づき、また、平成  

17年度については単年度計画である「保健事業平成17年度計画」に基づき、各種の事  

業を推進してきたところである。   

今般、平成18年度より、改正介護保険法に基づき、地域支援事業が開始されるのに併  

せて、保健事業についても所要の見直しを行い、別紙「保健事業平成18年度計画」に基  

づき実施することとしたので、貴職におかれては、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）、  

関係団体等に対する周知徹底及び適切な支援を行うなど、保健事業の一層の推進に努めら  

れたい。  
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別紙  

保健事業平成18年度計画  

第一 保健事業平成18年度計画の基本的考え方  

1保健事業平成18年度計画（以下「平成18年度計画」という。）は、平成18年  

度における保健事業の基本指針及び全国的総事業量に関する厚生労働省の考え方を  

示すものとする。   

2 平成18年度計画においては、疾病（特に生活習慣病）の予防と、寝たきりなどの  

要介護状態若しくは要支援状態（以下「要介護状態等」という。）となることの予防   

又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止（以下「介護予防」という。）を通じ、「健  

康日本21計画」の目標でもある健康寿命の延伸を図ることを重点的な目標とし、ひ   

いては、医療保険制度及び介護保険制度の安定的な運営にも資するものとする。   

3 生活習慣病のうち、重点的に対策を講じることが必要な疾患（以下「重点対象疾患」  

という。）として、がん、脳卒中、心臓病、糖尿病、高血圧及び高脂血症が挙げられ  

る。これらの重点対象疾患を予防する観点から、壮年期以降における食生活、運動、   

喫煙等の生活習慣の改善への取組を重視するものとする。また、歯周疾患、骨粗紫症  

及びウイルス性肝炎についても取組を推進する。   

4 これと併せて、要介護状態等の原因となる生活機能の低下、生活環境上の問題等の   

改善を図るための保健サービスを実施し、介護予防の取組を推進する。   

5 6」5歳以上の者については、介護保険法（平成9年法律第123号）に基づく介護   

保険給付や介護予防事業（以下「介護予防事業等」という。）により、介護予防に資   

する事業が実施されることから、健康教育、健康相談、健康診査のうち介護を要する   

状態等の予防に関する健康度評価、機能訓練及び訪問指導については、40歳から6  

4歳までの者を対象とする。また、基本健康診査においては、65歳以上の者を対象  

に生活機能評価を実施し、介護予防事業等との連携により、生活機能低下の早期把握  

及び早期対応の取組を推進する。   

6 これらの保健サービスの提供に当たっては、住民一人ひとりの需要の多様性と、自  

主的なサービスの選択を重視する観点から、地域の実情に即したアセスメント手法   

（質問票等）を活用して、個々の対象者の需要に適合したサービスを体系的・総合的  

に提供するよう努める。  
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7 以上の基本的考え方を踏まえ、以下に記述する各事項については、地区医師会等関  

係団体との調整を十分に行うものとする。  

第二 個々の保健事業についての考え方  

1健康手帳による健康管理の在り方  

利用者本人の健康管理に資する観点から、健康手帳の交付時に、利用者が自らの生   

活習慣行動や生活機能を確認するとともに、市町村が保健サービスを提供するに当た  

っての必要な情報を得ることができるよう、健康度評価のための質問票を交付する。   

2 健康教育の在り方  

健康教育は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域内に居住地を有する40歳  

から64歳までの者を対象として実施するものとし、その事業区分は、個別健康教育   

及び集団健康教育とする。   

（1）個別健康教育   

① 個別健康教育は、対象者が指導者から一対一で受ける健康教育であり、高血圧、  

高脂血症、糖尿病及び喫煙の4領域について実施する。このうち、高血圧、．高脂血  

症及び糖尿病については、基本健康診査においてそれぞれの事項に関連して要指導  

とされた者等を対象とし、また、喫煙については、禁煙の意思を有しているが自ら  

の努力だけでは禁煙できない者を、基本健康診査の問診その他の適切な方法により  

把握して実施する。   

② 市町村は、上記の4領域それぞれについて、被指導美人数の目標を設定し、その  

目標に応じて実施体制を整備する。高血圧、高脂血症及び糖尿病について、．基本健  

康診査の要指導者の見込み数に参加が見込まれる割合を乗じた数を目安として目標  

を設定する。喫煙については、禁煙の意思を有しているが自らの努力だけでは禁煙  

できない者の推計数を目安として目標を設定する。   

③ なお、健康診査の事業の中で取り組まれている健康度評価のうち、個別健康教育  

とみなされるものについては、個別健康教育として取り扱う。   

（2）集団健康教育  

① 各市町村において、 平成17年度の集団健康教育の事業量に一定の上乗せをし、  

実施回数の目標を設定する。実施延人数についても適宜把握する。   

② また、内容の重点化を図るなど、事業内容の充実に努めるとともに、適切な事業  
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量の維持向上を図るものとする。  

3 健康相談の在り方   

健康相談は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象と   

して実施するものとし、その事業区分は、重点健康相談及び総合健康相談とする。 

健康相談の被指導者に対しては、必要に応じて、事後のサービスを体系的に提供し   

ていくための健康度評価を実施する。  

（1）重点健康相談  

各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施  

された事業量に一定の上乗せをし、実施回数について目標を設定する。実施延人数   

についても適宜把握する。  

（2）総合健康相談  

各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施   

された事業量に一定の上乗せをし、実施回数について目標を設定する。実施延人数   

についても適宜把握する。  

4 健康診査の在り方   

健康診査の事業区分は、基本健康診査（訪問基本健康診査及び介護家族訪問基本健   

康診査を含む。）、歯周疾患検診、骨粗棄症検診、肝炎ウイルス検診及び健康度評価と  

する。実晦に当たっては、健康増進法（平成14年法律第103号）に基づく「健康   

増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針（平成16年6月14日厚生   

労働省告示第242号）」に十分配慮する。  

（1）基本健康診査   

① 基本健康診査は、市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象として   

実施するものとする。  

② 基本健康診査の検査項目は、40歳から64歳までの者については平成17年度   

と同様とし、65歳以上の者については生活機能評価に関する検査項目を追加する  

こととする。  

③ 各市町村においては、要指導者のうち適切な事後指導（個別健康教育等）を受け   

た者の割合、要医療者のうち医師の診療を受けた者の割合、生活機能の低下が指摘   

された者のうち介護予防ケアマネジメントを受けた者の割合、受診者に結果を通知   

するまでの期間など、独自の指標に基づいた目標を定めることとする。  
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④ 市町村において健康診査の結果の記録を時系列的に把握できるようにしておくこ   

とは、受診者本人が健康診査の結果を適切に把握することはもとより、受診者を支   

援する上でのサービス内容の充実を図るための有効な手段となることからも、これ   

を積極的に推進するよう努めるものとする。  

⑤ 受診率を算定する上での対象人口の把握方法については、各市町村の実情が異な   

ることを勘案し、それぞれの実態にふさわしい方法によることとする。  

⑥ 基本健康診査の実施形態として、集団健診によるもの及び医療機関委託によるも   

のに加えて、訪問基本健康診査及び介護家族訪問基本健康診査についても、地域の   

実情に応じた推進を図る。その実施に当たっては、在宅の寝たきり者等及びその家   

族の実態並びにこれらの者の在宅における健康診査の受診希望を把握することが重   

要である。なお、65歳以上の者については、生活機能の低下を早期に把握し、速   

やかに介護予防事業等につなげる必要があることから、年間を通じて受診できる体   

制を整備するものとする。  

⑦ 基本健康診査の事業量に関する全国共通の指標として、引き続き受診率を用いる   

こととし、全国的には受診率50％を目標とする。なお、65歳以上については、   

生活機能評価が新たに導入されることから、別途、介護保険の第一号被保険者数を   

分母に用いて受診率を算出することとし、各市町村の実情に応じて目標を設定する。  

（2）歯周疾患検診  

① 歯周疾患検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、50歳、6   

0歳及び70歳の者を対象とする節目検診として、独立した検診として実施する。   

なお、市町村の判断により、基本健康診査等と併せて実施することを妨げるもので   

はない。  

② 具体的な実施方法については、歯周疾患検診マニュアル（平成12年4月作成）   

によるものとする。なお、70歳の者については、介護予防事業等との連携にも、   

十分に配慮するものとする。  

③ 各市町村において、平成17年度の事業量を基本として、受診者数について目標   

を設定する。  

（3）骨粗髭症検診  

① 骨粗髭症検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、5   

0歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性を対象とする節目検診として、独  
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立した検診として実施する。なお、市町村の判断により、基本健康診査等と併せて   

実施することを妨げるものではない。  

② 具体的な実施方法については、骨粗髭症予防マニュアル（平成12年4月作成）   

によるものとする。なお、65歳及び70歳の女性については、介護予防事業等と   

の連携にも、十分に配慮するものとする。  

③ 各市町村において、平成17年度の事業量を基本として、受診者数について目標   

を設定する。  

（4）肝炎ウイルス検診  

① 肝炎ウイルス検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、   

50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の者を対象とする節目検診又は節目検   

診対象者以外の保健事業の健康診査の対象者のうち、過去に肝機能異常を指摘され   

たことのある者等を対象とする節目外検診として、可能な限り、基本健康診査と併   

せて実施するものとする。  

② 具体的な実施方法については、「肝炎ウイルス検診等について（平成14年4月1   

日老発0401001号厚生労働省老健局長通知）」によるものとする。  

③ 肝炎ウイルス検診は平成14年度に5カ年の予定で開始されたものであり、平成   

18年度は、その最終年度に当たることから、何らかの理由により節目検診の受診   

の機会を逸した者については、積極的に受診を勧奨するものとする。  

④ 各市町村において、平成17年度の事業量に一定の上乗せをし、受診者数につい   

て目標を設定する。  

（5）健康度評価  

① 健康度評価については、市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象   

として実施するものとする。ただし、介護を要する状態等の予防に関する健康度評   

価については、40歳から64歳までの者を対象として実施する。  

② 基本健康診査受診者に対して、事後のサービスを体系的に提供していく観点から   

健康度評価を実施することが重要である。  

③ 各市町村において、健康診査受診後に健康度評価を受けた者や、健康度評価の結   

果に即して適切な事後のサービス提供を受けた者の全受診者に占める割合など、独   

自の指梗に基づいた目標を定めるよう努めるものとする。  

（6）がん検診  
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① がん検診（胃がん検診、子宮がん検診、肺がん検診、乳がん検診及び大腸がん検   

診）は、一般財源化に伴い、平成10年度以降、国として目標数値を定めてはいな   

いが、その効果及び重要性は広く認められているところであり、「がん予防重点健康   

教育及びがん検診実施のための指針（平成10年3月31日老健第64号厚生省老   

人保健福祉局老人保健課長通知）」（以下「がん検診指針」という。）に基づき、引き   

続き事業の推進に努められるよう管内市町村に対し周知徹底を図られたい。  

② がん検診の事業評価に関しては、「健康診査管理指導等事業実施のための指針の策   

定について（平成10年3月31日老健第65号厚生省老人保健福祉局老人保健課   

長通知）」、「がん検診指針」、「健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関す   

る指針」が示されており、これらの指針に基づき、質の高いがん検診を実施するた   

めの体制の確保に努められたい。  

③ 乳がん検診については、平成17年度に引き続き平成18年度においても、マン   

モグラフィ緊急整備事業によりマンモグラフィの全国的な整備を実施することとし   

ており、各市町村に対し乳がん検診の受診率向上のための積極的な取組を求められ   

たい。  

5 機能訓練の在り方  

① 機能訓練の対象者は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの   

者とする。  

② 要介護状態等の者に対するサービスの提供については、原則として、介護保険給   

付として実施されることになることから、これらの者については機能訓練の対象と   

しない。なお、介護予防の一層の推進を図る観点から、都道府県が行う地域リハビ   

リテーション推進のための事業との緊密な連携の下に実施することが重要である。  

③ 各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施   

された事業量に一定の上乗せをし、事業の被指導美人数及び延人数の目標を設定す  

る。  

④ 実施回数は週2回で、毎週実施することを基本とし、一人の対象者の事業への参   

加期間はおおむね6ケ月とする。  

（9 なお、従来、介護予防・地域支え合い事業と一体的に実施されてきた機能訓練B   

型については、該当する事業内容の多くが一般財源化され、さらに、平成18年度   

には介護予防・地域支え合い事業自体が廃止されることから、平成18年度におい  
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ては、地域支援事業や一般財源により実施するものとする。  

6 訪問指導の在り方  

① 訪問指導は、重点対象疾患の予防、介護予防及び保健サービスと医療・福祉等他   

のサービスとの調整を図ることを事業の目的とする。介護保険の給付対象者に対し、   

介護保険以外のサービスに関する調整を図るために必要な訪問指導は、本事業にお   

いて行うものとするが、介護保険給付と内容的に重複するサービスについては行わ   

ないこととする。  

② 訪問指導の対象は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者   

とし、健康診査の要指導者等（健康診査彼のフォローアップ対象者、健康相談や個   

別健康教育を受けた者を含む。）．及び介護予防の観点から支援が必要な者とする。  

③ 各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施   

された事業量に一定の上乗せをし、被訪問指導実人数及び延人数の目標を設定する。   

④ 訪問指導の実施に当たっては、地域住民活動（ボランティア、自主グループ等）   

との連携を特に重視し、この連携の下で訪問指導対象者を支援していくよう努める  

ものとする。   

7 その他   

保健事業の対象者の把握に当たっては、医療保険の各保険者及び事業所との連携を   

重視し、地域の実情に応じ、地域・職域連携推進協議会、保険者協議会等を活用する   

ものとする。  

第三 介護予防のための取組と保健事業  

介護予防を効果的に推進するためには、保健・医療・福祉の各分野にわたる総合的   

な取組が不可欠である。このため、保健事業の推進に当たっては、個々の対象者の需   

要の把握から事業実施計画の作成に至るまで、あらゆる介護予防のための取組との一   

体的な実施に努めることが重要である。特に、平成18年度からは、基本健康診査の  

中で生活機能評価を行うことになっていることから、介護予防事業等と密接に連携を  

図る必要がある。  
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老発第0331027号  
平成18年：主月31日  

都 道 府 県 知 事  

指 定 都 市 市一 長  

中 核 市 市 長  

保健所設置市（区）長  

殿  

厚生労働省老健局長  

保健事業実施要領の一部改正について   

保健事業実施要領については、「保健事業実施要領の全部改正について」（平成12  

年3月31日老発第334号厚生省老人保健福祉局長通知）によりこれを通知したとこ  

ろであるが、今般、介護保険法改正により創設された地域支援事業の実施により、その  

一部を別添新旧対顔表のとおり改正し、平成18年4月1日より施行することとしたの  

で、改正趣旨を十分ご理解の上、貴管内市区町村及び関係団体等に対し周知徹底及び適  

切な助言等を行い、保健専業の一層の推進に努められたい。  
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別 添  

保健事業実施要領新旧対照表  

傍線の部分は改正部分  

現  行   改 正 後  

別添  

保健事業実施要領   

第1 共通的事項   

1市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、老人保健法（昭和57年法律第80号）に  

よる医療等以外の保健事業（以下単に「保健事業」という。）の実施に当たっては．   

「医療等以外の保健手業の実施の基準」（昭和57年11月厚生省告示第185号）及びこ   

の実施要領を基に、市町村の人口規模、年齢構成、地理的状況、住民の健康及び疾   
病の状況、保健事業の実施に必要な要具、施設の状況、財政事情等に配慮し、地域   
住民の多様な需要にきめ細かく対応した魅力ある保健事業の実施を図るべく、具体   

的な実施方法、事業上等に閲し地域の実作に即した実施計画を作成し、計画的に事   

業を推進するものとする。この際には、老人保健法及び老人福祉法（昭和38年法律   

第133号）による市町村老人保健福祉計画盈堕介護保険法（平成9年法律第123号）に  

よる市町村介護保険事業計画との整合を十分図らなければならない。  

別添  

保健事業実施要領   

第1 共通的事項   

1市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、老人保健法（昭和57年法律第80号）に   

よる医療等以外の保健事業（以下単に「保健事業」＿という。）の実施に当たっては、   

「医療等以外の保健事業の実施の基準」（昭和57年11月厚生省告示第185号）及びこ   

の実施要領を基に、市町村の人口規模、年齢構成、地理的状況、住民の健康及び疾   
病の状況、保健事業の実施に必要な要員、施設の状況、財政事什等に配慮し、地域   
住民の多様な需要にきめ細かく対応した魅力ある保健事業の実施を図るべく、具体   

的な実施方法、事業土等に閲し地域の実情に即した実施計画を作成し、計画的に事   

業を推進するものとする。この際には、老人保健法及び老人福祉法（昭和38年法律   

案133号）による市町村老人保健福祉計画塵堕⊆介護保険法（平成9年法律第123号）   

による市町村介護保険事業計画及び介脚   

（平成18年厚生労働省告示第316号）との整合を十分図らなければならない。  

2 市町村は、保健事業の実施の計画の作成、その他保健事業の企画及び運営に閲し、   

保健所、福祉事務所その他の関係行政機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会その他   
の保健医療関係団体、社会福祉協議会その他の福祉関係団体、ボランティアを含む   

住民の代表等からなる協議会において、これらの者の意見を聴き、その協力を得る  

とともに、保健所保健事業連絡協議会、都道府県高齢者サービス総合調整推進会護   

等の機会をも利用し、保健事業相互間、保健事業と医療及び福祉サービス並びに地   

域と職域の保健サービスの有機的な連携及び調整を積極的に図るものとする。  

3 市町村は、広報誌、パンフレット、ポスター、有線放送その他を活用し、保健事   

業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容、実施期日、実施方法その他必要な   
事項について、地域の住民に周知徹底させるよう努め、また、地域住民やボランテ   

ィア活動等地域社会の協力も得て、住民が積極的に保健事業に参加しうる体制づく  

りに努めるとともに、特に都市及びその周辺部においては、対象者の移動状況、住   

民の健康意織、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとす  

る。  

4 市町村は、保健事業の実施に当たっては、自ら適宜、適切な評価を行い、その評  

2 市町村は、保健事業の実施の計画の作成、その他保健事業の企画及び運営に閲し、   

保健所、福祉事務所その他の関係行政機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会その他   
の保健医療関係団体、社会福祉協議会その他の福祉関係団体、ボランティアを含む   

住民の代表等からなる協繊会において、これらの者の意見を聴き、その協力を得る   

とともに、保健所保健事業連絡協議会、都道府県高齢者サービス総合調整推進会誰  

等の機会をも利用し、保健事業相互間、保健事業と医療及び福祉サービス並びに地   

域と職域の保健サービスの有機的な連携及び調整を積極的に図るものとする。   

3 市町村は、広報誌、パンフレット、ポスター、有線放送その他を活用し、保健事   

業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容、実施期日、実施方法その他必要な   
事項について、地域の住民に周知徹底させるよう努め、また、地域住民やボランテ   

ィア活動等地域社会の協力も得て、住民が積極的に保健事業に参加しうる体制づく   

りに努めるとともに、特に都市及びその周辺部においては、対象者の移動状況、住   

民の健康意識、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとす   

る。   

4 市町村は、保健事業の実施に当たっては、自ら適宜、適切な評価を行い、その評   



価に基づき、事業のより一層の充実・強化を図るものとする。  

5 都道府県保健所は、保健所保健事業連絡協議会の活用を図り、市町村が地域特性  

等を踏まえて保健事業を円滑かつ効果的に実施できるよう、必要な助言、技術的支  

援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情報の収集及び提供を行い、必要に応  

じ保健事業についての評価を行うことが望ましい。  

6 都道府県は、保健・医療・福祉の連携を図るとともに、老人保健事業と医療保険  

制度の保険者による保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域保健連絡  

協議会を活性化していくことが望ましい。  

7 地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）に定める市及び特別区は、1から4ま  

でに掲げる市町村の役割と5に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、地域の  

実情に応じて、その役割分担をエ夫することが望ましい。   

第2 健康手帳の交付  

1 目的  

健康手帳は健康診査の記録、その他老後における健康の保持のために必要な事項  

を記載し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資することを目的とする。  

2 対象者  

当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の看で次に掲げるものとする。   

（1）老人保健法に基づく医療を受けることができる者全員。  

ほ）（1）に定める者のほか、健康教育、健康相談、健康診査、機能訓練又は訪問指導  

を受けた者並びに介護保険法における要介護者及び要支援者（以下「要介護者等  

」という。）のうち、希望する者又は市町村が必要と認める者。  

価に基づき、事業のより一層の充実・強化を図るものとする。  

5 都道府県保健所は、保健所保健事業連絡協議会の活用を図り、市町村が地域特性  

等を踏まえて保健事業を円滑かつ効果的に実施できるよう、必要な助言、技術的支  

援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情報の収集及び提供を行い、必要に応  

じ保健事業についての評価を行うことが望ましい。  

6 都道府県は、保健・医療・福祉の連携を図るとともに、老人保健事業と医療保険  

制度の保険者による保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域保健連絡  

協議会を活性化していくことが望ましい。  

7 地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）に定める市及び特別区は、1から4ま  

でに掲げる市町村の役割と5に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、地域の  

実情に応じて、その役割分担をエ夫することが望ましい。   

第2 健康手帳の交付  

1 目的  

健康手帳は健康診査の記録、その他老後における健康の保持のために必要な事項  

を記載し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資することを目的とする。  

2 対象者  

当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の看で次に掲げるものとする。   

（1）老人保健法に基づく医療を受けることができる者全員。   

（2）（1）に定める者のほか、次に掲げる者のうち、希望するもの又は市町村が必要と  

認めるもの。  

三 億康教育、御を受けた者  

土 介護保険法における要介護者及び要支援者（以下「要介護者等」という。）  

2 介護保険法第115条の38第1項儒1号1こ定める事業（以下「介護予防事  

業」という。）の参加者  

3 様式及び内容   

（1）医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページについては、「健  

康手帳の医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページの様式」（昭  

和57年11月厚生省告示第192号）に定める様式とする。   

（2）健康診査の記録に係るページについては、別添1の様式1～3を標準的な様式   

3 様式及び内容  

（1）医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページについては、「健   

康手帳の医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページの様式」（昭  

和57年11月厚生省告示第192号）に定める様式とする。   

ほ）健康診査の記録に係るページについては、別添1の様式1～3を標準的な様式  

例とする。  

（3）生活習慣行動等の把握に係るページについては、各市町村において自らの創意   

工夫を生かして作成する（手帳本体とは別に作成することも考えられる。）。その   

際には、健康度評価事業の一環として活用するため、生活習慣病の予防及び介護  

を要する状態等の予防に関する健康度評価に係る質問票を設けることが望ましい   

例とする。  

（3）生活習慣行動等の把握に係るページについては、健康度評価事業の一環と  

別添2の様式1及び様式2のとおり生活習慣病の予防及び介護を要する状態等の  

予防に関する質問票を設けることとする。  




